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本論文は、大学生の進路選択過程に焦点をあて、就職活動を通して特性的自己効力が変化する過程につ
いて課題特異的自己効力を含めて縦断研究によって検討したものである。自己効力とは、いわゆる自信のこと
である。自己効力は過去の経験から導かれ、将来の行動を予測し、その支えとなるという考え方に立つ。課題
特異的自己効力は数学や運動といった個々の領域に関する自己効力を指すのに対し、特性的自己効力はそ
こから導かれる全体的な自己効力を指す。 
論文は全体で 7章から構成されており、第 1章「先行研究の概観」と第 2章「問題と目的」では、関連論文を
十分検討し、本論文の位置を明確にしている。当初、自己効力は課題特異的自己効力が中心であったが、そ
の後、より一般的な自己効力である特性的自己効力が注目されるようになった。大学生にとって就職活動は未
知の課題状況であることから、特性的自己効力の影響と変化を明らかにすることが求められるのである。 
これを踏まえ、第 3章「研究 1」では、研究 2、3で用いる尺度を準備するために、就職活動を経験した大学 4
年生を対象として、自己効力を規定する要因である情報源を就職活動に適用するための尺度を新たに作成し
た。進路選択過程の体験や結果によって特性的自己効力が影響を受けるかどうかを検証するには、その前提
として就職活動の前後で特性的自己効力に差があることを確認することが必要となる。さらに、進路が決定した
という結果の影響を確認するためには、進路先の決定の有無を比較する必要がある。そこで、第 4 章「研究 2」
では、進路が決まった者と決まらなかった者の就職活動前後の特性的自己効力を縦断研究によって比較し、
進路決定の有無にかかわらず就職活動後の特性的自己効力が上昇するという新たな知見を得た。これをもと
に、第 5 章「研究 3」では、進路が決まった者のみを対象として、就職活動に関する課題特異的自己効力と就
職活動前後の特性的自己効力を組み込んだより詳細なモデルを構築し、その検証を行った。その結果、特性
的自己効力が課題特異的自己効力とは異なる独自の予測力をもち、就職活動への取り組みや就職活動の成
功を予測することを明らかにした。さらに、就職活動の成否にかかわらず、就職活動を通して志望を明確化す
ることが特性的自己効力を高めることを見いだした。これらの実証結果を踏まえ、第 6 章「研究のまとめと総合
考察」と第 7章「研究の限界と今後の課題」では、本研究の成果と今後の展望を整理した。 
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新卒採用を重視する日本では最初の就職は重要であり、その影響力の強さゆえに、大学生にとって大きな
試練となる。本論文が新卒者の就職活動を取り上げ、自己効力に焦点を当てたことは、現実社会との係わりと
いう点でも意義深いものとなっている。研究１では、自己効力を高める要因と考えられている進路選択過程に
対する自己効力を高めるためには、就職活動中に経験する遂行行動の達成が重要であるという新たな知見を
見いだしている。また、研究 2 における、就職活動以前には経験できない遂行行動が実際に活動していく中で
蓄積され、それが自己効力に影響するという視点は、先駆的なものであると評価できる。さらに、研究 3 におい
て、特性自己効力は客観的な行動や結果を予測し、課題特異的自己効力はより主観的な心情や評価を予測
することが新たな知見として提出されたことは、この領域における研究の展開に大きな影響を与えると考えられ
る。今後、この領域の研究は研究 3で確認されたモデルに沿って行われていくことが予想される。加えて、志望
の明確化が進路選択の過程で特性的自己効力を高める要因であることを明らかにしたことは、就職活動を支
援するという実践面でも重要な意味を持つものである。 
本論文の中核をなす研究 1から研究 3は、いずれも査読論文として応用心理学研究、キャリア教育研究、教
育心理学研究に掲載されたものであり、この間の一貫した検証手続きは、高く評価されるべきものである。 
以上のことから、本論文は博士学位論文としての水準を十分に満たす、優れた成果であると評価できる。 
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